
お客さま情報の定期的な確認について 

法人・団体様用 

～よくあるご質問（Ｑ＆Ａ）～ 

ご質問 ご回答 

マネー・ローンダリング及びテロ資金供与対

策とは何ですか？ 

マネー・ローンダリングとは、犯罪によって

得た収益を正当な資金であるかのように見

せようとする行為をいいます。 

また、テロリストなどへ資金援助することを

目的として架空名義や正規の取引を装って

口座を利用する行為など、金融機関はこれら

の犯罪行為に対し有効な防止策をとる必要

があります。 

日本でもマネー・ローンダリングやテロ資金

供与等に関りがあるのですか？ 

マネー・ローンダリングを行う主な主体とし

て暴力団や特殊詐欺グループなどがあげら

れます。マネー・ローンダリングに関する犯

罪の検挙件数は増加傾向にあります。 

また、世界各地で発生するテロ事件やサイバ

ーテロなど、テロの脅威に関しましても継続

して晒されている状況であります。 

なぜ当社（当団体）情報を再確認するのです

か？ 

このような確認されるのは、当社（当団体）

口座が何か疑われているのでしょうか？ 

回答しなければいけないのですか？ 

お客さまに限らず、当組合とお取引のあるお

客さまに対してお客さま情報の確認を行っ

ております。特定のお客さまに対してご案内

するものではございません。 

当組合では、犯罪収益移転防止法および金融

庁「マネー・ローンダリング及びテロ資金供

与対策に関するガイドライン」を踏まえて、

お取引をいただいているお客さまの現在の

情報（住所・ご職業・お取引の目的等）を適

切に管理するため、窓口や訪問、ダイレクト

メールなどで、定期的に再確認させていただ

く取組を行っております。 

これはマネー・ローンダリングやテロ行為等

を防止するためであるとともに、お客さまに

なりすました犯罪者が口座を利用していな

いかなど、お客さまが金融犯罪に巻き込まれ

ないための重要な取組ですので、大変お手数

をおかけいたしますが、何卒ご理解とご協力

をお願いいたします。 

 



 

関連会社（関連団体）には案内が届いていな

いのに、なぜ、当社（当団体）に届いたのです

か？ 

今回のご案内はすべてのお客さまを対象に実

施させていただいておりますが、通知のタイミ

ングはお客さまにより異なります。ご案内がご

ざいましたらお手数をおかけおたしますが、何 

卒ご理解のほどお願い申し上げます。 

商号（団体名）や本店所在地（ご住所）が変わ

った事項があるが、この回答をすれば変更届

は不要ですか？ 

大変お手数をお掛けいたしますが、届出事項

の変更のお手続きが別途必要になります。 

直接お取引店にご相談願います。 

ご担当者情報欄には代表取締役や経理担当

者以外の者を記入してもいいのですか？ 

問題ございません。本アンケートに関する担当

者さまが分かるようにご記入をお願いいたし

ます。 

海外拠点の有無について、「所在国」の定義は

何ですか？法人のある国をさすのですか？ 

日本以外の海外に現地法人（子会社や合弁会

社）がある場合には、その所在地国についてご

記入願います。 

法人格の無い団体（任意団体）についても、実

質的支配者情報を記入する必要はあります

か？ 

法人形態欄で、法人格の無い団体（任意団体

等）の場合は、実質的支配者情報をご記入い

ただく必要はありません。 

お客さま情報の確認に関するお願いが届いた

が、本当に貴信用組合が出したもので間違い

ないか？ 

当組合は、ダイレクトメール（ＤＭ)にてご案内

を行っており、ＤＭ券面にお客さまのお取引店

舗の連絡先が記載されております。 

また、ＤＭ差出人の「信組情報サービス株式

会社」は当組合がＤＭ発送業務を委託してい

る会社です。 

 

 

[ お問い合わせ先 ] 

信用組合お客様情報確認事務局 

フリーダイヤル ： ０１２０－５１２－３５６ 

受 付 時 間 ：  平日９：００～１８：００ 

(土日祝・年末年始 12/30～1/3 を除く） 

 


